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国内不動産信託受益権の取得に関するお知らせ 

 

 アドバンス・ロジスティクス投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する資産

運用会社である伊藤忠リート・マネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、本日、下

記不動産信託受益権（以下「取得予定資産」といいます。）の取得を決定いたしましたので、お知らせいたし

ます。 

 

なお、本取得は本投資法人初となる物流不動産以外の物件取得となります。今後も投資主価値の向上のため、

強力なスポンサーサポートに加えて、資産運用会社独自ルートによる物件取得にも注力してまいります。 

 

記 

 

1．取得予定資産の概要 

用途 
（注 1） 

物件番号 
（注 2） 

物件名称 所在地 
取得予定価格（百万円） 

（注 3） 

その他不動産 I-01 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター松江 島根県 
松江市 1,884 

その他不動産 I-02 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター富山 
富山県 
富山市 2,454 

 合計（2 物件） － 4,338 

（注1）「用途」は、本投資法人の取得予定資産について、本投資法人の投資方針において定められる用途の分類に応じて記載していま

す。以下同じです。 

（注2）「物件番号」は、用途に応じて、物件毎に番号を付したものであり、Lは物流不動産、Iは産業用不動産を表します。以下同じで

す。 

（注3）「取得予定価格」は、取得予定資産に係る信託受益権売買契約（以下「本件売買契約」といいます。）に記載された取得予定資

産の売買代金を記載しています。なお、売買代金には、消費税及び地方消費税並びに取得に要する諸費用は含みません。 

（注4）本件売買契約は、金融庁の定める「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」に規定されるフォワード・コミットメン 

ト等（先日付での売買契約であって、契約締結から1月以上経過した後に決済・物件引渡しを行うこととしているものその他 

これに類する契約をいいます。）に該当します。 

本件売買契約上、売主若しくは買主が本件売買契約上の債務を重要な点において履行しないとき、又は売主若しくは買主の 

表明保証事項につき重大な違反が判明しかつ本件売買契約の目的を達成することができないときは、その相手方は、不履行 

当事者に対して期限を定めて催告をなし、不履行当事者が当該不履行又は違反をかかる期限内に治癒しない場合、本件売買 

契約を解除でき、（ただし、本件売買契約の危険負担条項に規定する場合はこの限りではなく、当該条項の定めに従います。） 

解除された場合には、違反当事者に対して売買代金から消費税等を除いた金額の2割相当額の違約金の支払を請求するこ 

とができます（なお、現実に発生した損害額が違約金の額を超える場合でも、当該超える金額を請求することはできません。）。 
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（1） 売 買 契 約 締 結 日 2024 年 6 月 26 日 
（2） 取 得 予 定 年 月 日 2024 年 8 月 1 日又は売主と別途合意する日 
（3） 取 得 先 後記「4．取得先の概要」をご参照ください。 
（4） 取 得 資 金 自己資金及び借入金 
（5） 決 済 方 法 引渡時に一括支払 
（6） 媒 介 の 有 無 I-01 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター松江 該当無し 

I-02 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター富山 該当有り 
 

2．取得の理由 
取得予定資産は、本投資法人の規約に定められる資産運用の対象及び方針に従い、中長期にわたる安定

的収益の獲得と運用資産の成長を目指して本投資法人の運用を行い、本投資法人の投資主価値の極大化を
図るという本投資法人の基本理念に基づき、ポートフォリオの充実及び収益力向上を図るために取得を決
定したものです。 

また、取得予定資産のテナントに関しては、2024 年 5月 24 日提出の第 11 期有価証券報告書に記載した
テナント選定に関する方針に適合していると判断しています。 

 
 

3．取得予定資産の個別の概要 
以下の表は、取得予定資産の概要を個別に表にまとめたものです（以下「個別物件表」といいます。）。

また、個別物件表において用いられている用語は以下のとおりであり、個別物件表については以下に掲げ
る用語の説明と併せてご参照ください。なお、時点の注記がないものについては、原則として、2024 年 5
月末日現在の状況を記載しています。 

 
（1）「用途」の記載について 
・「用途」は、本投資法人の取得予定資産について、本投資法人の投資方針において定められる用途の分
類に応じて記載しています。 

 
（2）「特定資産の概要」の記載について 
・「取得予定年月日」は、本件売買契約に記載された取得予定年月日を記載しています。なお、かかる取
得予定年月日は、本投資法人及び売主の間で合意の上変更されることがあります。 

・「取得予定価格」は、本件売買契約に記載された取得予定資産の売買代金を記載しています。なお、売
買代金には、消費税及び地方消費税並びに取得に要する諸費用は含みません。 

・「信託受益権の概要」の「信託受託者」は、取得予定資産について、信託受託者又は信託受託者となる
予定の者を記載しています。 

・「信託受益権の概要」の「信託期間満了日」は、信託契約所定の信託期間の満了日又は本投資法人の取
得に伴い変更される予定の信託期間の満了日を記載しています。 

・「土地」及び「建物」の「所有形態」は、いずれも本投資法人、信託受託者又は信託受託者となる予定
の者が保有する又は保有する予定の権利の種類を記載しています。 

・「土地」の所在地は、登記簿上の建物所在地（複数ある場合にはそのうちの一所在地）を記載していま
す。また、「土地」の「敷地面積」並びに「建物」の「建築時期」、「延床面積」、「構造／階数」及び「種
類」は、登記簿上の記載に基づいて記載しており、現況とは一致しない場合があります。なお、「建物」
の「延床面積」は主たる建物と附属建物の延床面積の合計について、建物の「建築時期」、「構造／階
数」及び「種類」は附属建物を含まない主たる建物について、それぞれ記載しています。 

・「土地」の「用途地域」は、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号。その後の改正を含みます。）第 8 条
第 1 項第 1 号に掲げる用途地域の種類を記載しています。 

・「土地」の「容積率」は、容積率の上限値（指定容積率）を記載しています。指定容積率は、敷地に接
続する道路の幅員その他の理由により緩和若しくは割増され、又は減少することがあり、実際に適用
される容積率とは異なる場合があります。 

・「土地」の「建蔽率」は、用途地域等に応じて都市計画で定められる建蔽率の上限値（指定建蔽率）を
記載しています。指定建蔽率は、防火地域内の耐火建築物であることその他の理由により緩和若しく
は割増され、又は減少することがあり、実際に適用される建蔽率とは異なる場合があります。 

・「担保の状況」は、担保がある場合にその概要を記載しています。 
・「プロパティマネジメント会社」は、プロパティマネジメント業務を委託している、又は委託する予定
のプロパティマネジメント会社を記載しています。 

・「テナントの内容」の「テナント数」は、不動産又は信託不動産について締結され賃貸を開始している、
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賃貸借契約（屋根及び駐車場に係る賃貸借契約は除きます。また、パス・スルー型マスターリース契
約が締結され又はその締結が予定されている場合には、エンドテナントとの賃貸借契約とします。以
下、本「3．取得予定資産の個別の概要」において同じです。）に基づくテナント（ただし、パス・スル
ー型マスターリース契約が締結され又はその締結が予定されている場合には、エンドテナントとしま
す。以下、本「3．取得予定資産の個別の概要」において同じです。）数の合計を記載しています。ただ
し、取得予定資産につき同一のテナントが複数の賃貸借契約を締結している場合には、当該テナント
は 1 として「テナント数」を算出しています。 

・「テナントの内容」の「主なテナントの名称」は、不動産又は信託不動産について締結され賃貸を開始
している、賃貸借契約に表示された賃貸面積の最も大きいテナントの名称を記載しています。 

・「テナントの内容」の「年間賃料」は、不動産又は信託不動産について締結され賃貸を開始している、
賃貸借契約に規定されている共益費を含む年間賃料（月間賃料のみ定めのある場合には賃貸借契約の
規定に従い計算した 1 年分の賃料）の合計額を、単位未満を切り捨てて記載しています。なお、同日
時点のフリーレント及びレントホリデー（特定の月の賃料の支払を免除することをいいます。）は考慮
しないものとします。 

・「テナントの内容」の「敷金・保証金」は、不動産又は信託不動産について締結され賃貸を開始してい
る、賃貸借契約に規定されている敷金・保証金の合計額を、単位未満を切り捨てて記載しています。 

・「テナントの内容」の「賃貸面積」は、不動産又は信託不動産について締結され賃貸を開始している、
賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計を記載しています。 

・「テナントの内容」の「賃貸可能面積」は、不動産又は信託不動産について締結され賃貸を開始してい
る、賃貸借契約に表示された賃貸面積及び建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられる空室部分の面
積の合計を記載しています。なお、賃貸借契約においては、延床面積に含まれない部分が賃貸面積に
含まれて表示されている場合があるため、賃貸（可能）面積が延床面積を上回る場合があります。特
に、物流不動産において庇部分が賃貸（可能）面積に含まれる場合、賃貸（可能）面積が延床面積を
大幅に上回る場合があります。 

・「テナントの内容」の「稼働率」は、取得予定資産に係る賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合
を、小数第 2 位を四捨五入して記載しています。 

・「特記事項」は、2024 年 5 月末日現在における取得予定資産の権利関係や利用等で重要と考えられる
事項の他、取得予定資産の評価額、収益性及び処分性への影響等を考慮して重要と考えられる事項に
関して記載しています。 

 

物件名称 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター松江 

用途 その他不動産 

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得予定年月日 2024 年 8 月 1 日又は売主と別途合意する日 

取得予定価格 1,884 百万円 

信託受益権

の概要 

信託受託者 三菱 UFJ 信託銀行株式会社 

信託設定日 2017 年 9 月 4 日 

信託期間満了日 2033 年 1 月 30 日（注 1） 

土地 

所有形態 所有権 

所在地 島根県松江市東津田町字堂前 1070 番地他 

敷地面積 10,532.83 ㎡ 

用途地域 準工業地域 

容積率 200% 

建蔽率 60% 

建物 

所有形態 所有権 

建築時期 
建物 1：1993 年 1 月 25 日 
建物 2：1993 年 6 月 25 日 
建物 3：1993 年 7 月 16 日 

延床面積 6,615.03 ㎡ 

構造／階数 

建物 1：鉄骨造陸屋根地上 3 階建 
付属建物：鉄筋コンクリート造陸屋根平屋建 
建物 2：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平屋建 
建物 3：鉄骨造陸屋根地上 3 階建 

種類 建物 1：工場・事務所・倉庫 
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（注1）取得日変更に伴い、変更となる可能性がございます。 

（注2）テナントから開示の承諾が得られていないため、非開示としています。 

 

付属建物：倉庫 
建物 2：工場 
建物 3：事務所 

担保の状況 なし 

プロパティマネジメント会社 株式会社第一ビルサービス 

マスターリース会社 なし 

マスターリース種別 なし 

テナントの 

内容 

テナント数 1 

主なテナントの 

名称（注 2） 
非開示 

年間賃料（注 2） 非開示 

敷金・保証金 

（注 2） 
非開示 

賃貸面積 6,615.03 ㎡ 

賃貸可能面積 6,615.03 ㎡ 

稼働率 100.0% 

特記事項 

・本物件土地について、事業用定期借地権（2022 年 6 月 26日～2047 年 6 月 25 日） 

が設定されております。 

・本物件において、賃貸人が「物件」に対する権利をすべて（一部は不可）第三

者に売却又は移転しようとする場合、賃貸人は、賃借人（テナント）に対し

て、対象不動産の取得に係る優先交渉権を付与するものとされています。 

・定期建物賃貸借契約とは別に事業用借地権設定がなされております。 

物件名称 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター富山 

用途 その他不動産 

特定資産の種類 不動産信託受益権 

取得予定年月日 2024 年 8 月 1 日又は売主と別途合意する日 

取得予定価格 2,454 百万円 

信託受益権

の概要 

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

信託設定日 2023 年 12 月 28 日 

信託期間満了日 2033 年 12 月 31 日（注 1） 

土地 

所有形態 所有権 

所在地 富山県富山市新庄町二丁目 130 番地他 

敷地面積 14,643.95 ㎡ 

用途地域 工業地域 

容積率 200% 

建蔽率 60% 

建物 

所有形態 所有権 

建築時期 

建物 1: 1997 年 4 月 24 日 
建物 2: 1997 年 4 月 24 日 
建物 3: 1998 年 1 月 20 日 
建物 4: 1998 年 4 月 23 日 
建物 5: 1982 年 2 月 2 日 
建物 6: 1991 年 10 月 30 日 
建物 7: 1974 年月日不詳 

延床面積 7,164.30 ㎡ 

構造／階数 

建物 1: 鉄骨造陸屋根地下 1 階付地上 4 階建 
建物 2: 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平屋建 
建物 3: 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき 2 階建 
建物 4: 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平屋建 
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（注1）取得日変更に伴い、変更となる可能性がございます。 

（注2）テナントから開示の承諾が得られていないため、非開示としています。 

 

 

4．取得先の概要 

 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター松江、Ｔ&Ｂメンテナンスセンター富山 
(1) 名 称 リコーリース株式会社 
(2) 所 在 地 東京都千代田区紀尾井町 4 番 1 号 
(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員 中村 徳晴 
(4) 事 業 内 容 ①リース＆ファイナンス事業 

②サービス事業 
③インベストメント事業 

(5) 資 本 金 7,896 百万円（2024 年 3月 31 日時点） 
(6) 設 立 年 月 日 1976 年 12 月 21 日 
(7) 純 資 産 221,936 百万円（2024 年 3 月 31 日時点） 
(8) 総 資 産 1,247,276 百万円（2024年 3 月 31 日時点） 
(9) 大 株 主 株式会社リコー 33.7％（2024 年 6 月 25 日時点） 
(10) 投資法人・資産運用会社と当該会社の関係 
   資 本 関 係 本投資法人及び本資産運用会社と当該会社との間には、記載すべき資本関係は 

ありません。 
   人 的 関 係 本投資法人及び本資産運用会社と当該会社との間には、記載すべき人的関係は 

ありません。 
   取 引 関 係 本投資法人及び本資産運用会社と当該会社との間には、記載すべき取引関係は 

ありません。 
   関 連 当 事 者 当該会社は、本投資法人及び本資産運用会社の関連当事者に該当しません。 

建物 5: 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平屋建 
建物 6: 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき 2 階建 
建物 7: コンクリートブロック造スレートぶき平屋建 

種類 

建物 1: 事務所・倉庫 
建物 2: 工場 
建物 3: 工場 
建物 4: 塗装・洗車場 
建物 5: 工場 
建物 6: 倉庫・事務所 
建物 7: 倉庫 

担保の状況 なし 

プロパティマネジメント会社 ククレブ・アドバイザーズ株式会社 

マスターリース会社 なし 

マスターリース種別 なし 

テナントの 

内容 

テナント数 1 

主なテナントの 

名称（注 2） 
非開示 

年間賃料（注 2） 非開示 

敷金・保証金 

（注 2） 
非開示 

賃貸面積 7,164.30 ㎡ 

賃貸可能面積 7,164.30 ㎡ 

稼働率 100.0% 

特記事項 

・本物件土地について、事業用定期借地権（2022 年 6 月 26日～2047 年 6 月 25 日） 

が設定されております。 

・本物件において、賃貸人が「物件」に対する権利をすべて（一部は不可）第三者

に売却又は移転しようとする場合、賃貸人は、賃借人（テナント）に対して、対

象不動産の取得に係る優先交渉権を付与するものとされています。 

・定期建物賃貸借契約とは別に事業用借地権設定がなされております。 
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5．物件取得者等の状況 

本物件は、本投資法人・本資産運用会社と特別な利害関係にある者からの取得ではありません。 
 
 

6. 媒介の概要 
  Ｔ&Ｂメンテナンスセンター富山 
媒介者である国内法人より名称等の開示について了承を得られていないため非開示とします。 
なお、本投資法人・本資産運用会社と当該会社との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係は

なく、本投資法人・本資産運用会社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間にも、特筆
すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。また、当該会社及び当該会社の関係者、関係会社は、
本投資法人・資産運用会社の関連当事者には該当しません。 
 
 

7．今後の見通し 
本取得による影響は軽微であり、2024 年 4 月 17 日付「「2024 年 2 月期（第 11 期）決算短信（REIT）」」
にて公表した 2024 年 8 月期（2024 年 3 月 1 日～2024 年 8 月 31 日）及び 2025年 2 月期（2024 年 9 月 1 日
～2025 年 2 月 28 日）の運用状況の予想に変更はありません。 
 
 

8．鑑定評価書の概要 
Ｔ＆Ｂメンテナンスセンター松江 

鑑定評価書の概要 
物件名称 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター松江 
鑑定評価額（注 1） 1,970,000 千円 
鑑定評価機関の名
称 

株式会社谷澤総合鑑定所 

価格時点 2024 年 5 月 1 日 

項目 内容（単位：千円） 

（注 1） 

概要等 

収益価格 1,970,000 直接還元法及び DCF 法を適用して試算。 

 直接還元法による収益価格 1,990,000  

 (1)運営収益 非開示（注 1）  

 a.可能総収益 非開示（注 1）  

b.空室等損失等 非開示（注 1）  

(2)運営費用 非開示（注 1）  

 a.維持管理費 非開示（注 1）  

b.水道光熱費 非開示（注 1）  

c.修繕費 非開示（注 1）  

d.PM フィー 非開示（注 1）  

e.テナント募集費用等 非開示（注 1）  

f.公租公課 非開示（注 1）  

g.損害保険料 非開示（注 1）  

h.その他費用 非開示（注 1）  

(3)運営純収益 95,142 (1)-(2) 

(4)一時金の運用益 484 運用利回りを 1.0%として査定。 

(5)資本的支出 
0 

ＥＲ,支払実績を踏まえた上で、テナント

負担を前提に非計上。 

純収益 95,627 (3)+(4)-(5) 

還元利回り 

4.8% 

各地区の基準となる利回りに、類似不動産

の取引利回り等及び対象不動産の立地条

件、建物条件、契約条件等を勘案の上、査
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定。 

DCF 法による収益価格 1,960,000  

 割引率 

4.6% 

類似不動産の投資利回りを参考に、対象不

動産の個別性等を総合的に勘案の上、査

定。 

最終還元利回り 

4.9% 

類似不動産の取引利回り等を参考に、投資

利回りの将来動向、投資対象としての対象

不動産の危険性、今後の経済成長率の一般

的予測や不動産価格及び賃料の動向等を

総合的に勘案の上、査定。 

積算価格 1,550,000  

 土地比率 77.0%  

建物比率 23.0%  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価

にあたって留意した事項 

特になし 

（注1）テナントから開示の承諾を得られていない情報及び当該情報を算出することができる情報が含まれているため、これらを開示し

た場合、テナントとの信頼関係が損なわれる等により賃貸借関係の維持が困難になる等の不利益が生じ、最終的には投資主の利

益が損なわれる可能性があるため、開示しても支障がないと判断される項目を除き、非開示としています。 

 

 

Ｔ＆Ｂメンテナンスセンター富山 

鑑定評価書の概要 
物件名称 Ｔ&Ｂメンテナンスセンター富山 
鑑定評価額（注 1） 2,590,000 千円 
鑑定評価機関の名
称 

株式会社谷澤総合鑑定所 

価格時点 2024 年 5 月 1 日 

項目 内容（単位：千円） 

（注 1） 

概要等 

収益価格 2,590,000 直接還元法及び DCF 法を適用して試算。 

 直接還元法による収益価格 2,600,000  

 (1)運営収益 非開示（注 1）  

 a.可能総収益 非開示（注 1）  

b.空室等損失等 非開示（注 1）  

(2)運営費用 非開示（注 1）  

 a.維持管理費 非開示（注 1）  

b.水道光熱費 非開示（注 1）  

c.修繕費 非開示（注 1）  

d.PM フィー 非開示（注 1）  

e.テナント募集費用等 非開示（注 1）  

f.公租公課 非開示（注 1）  

g.損害保険料 非開示（注 1）  

h.その他費用 非開示（注 1）  

(3)運営純収益 118,802 (1)-(2) 

(4)一時金の運用益 604 運用利回りを 1.0%として査定。 

(5)資本的支出 
0 

ＥＲ,支払実績を踏まえた上で、テナント

負担を前提に非計上。 

純収益 119,406 (3)+(4)-(5) 

還元利回り 

4.6% 

各地区の基準となる利回りに、類似不動産

の取引利回り等及び対象不動産の立地条

件、建物条件、契約条件等を勘案の上、査

定。 
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アドバンス・ロジスティクス投資法人とは 
 
伊藤忠グループの資産運用会社「伊藤忠リート・マネジメント株式会社」が運用する物流特化型Jリートです。 
スポンサーである伊藤忠グループとの「拡張的協働関係」に基づき、「安定的」な運用、成長を目指してまいります。 
 
※「アドバンス」は、伊藤忠リート・マネジメント株式会社が運用する不動産投資法人の共通ブランドネームです。 
 
本投資法人のホームページアドレス ：https://www.adl-reit.com/ 
資産運用会社のホームページアドレス ：https://www.itc-rm.co.jp/ 

DCF 法による収益価格 2,580,000  

 割引率 

4.4% 

類似不動産の投資利回りを参考に、対象不

動産の個別性等を総合的に勘案の上、査

定。 

最終還元利回り 

4.7% 

類似不動産の取引利回り等を参考に、投資

利回りの将来動向、投資対象としての対象

不動産の危険性、今後の経済成長率の一般

的予測や不動産価格及び賃料の動向等を

総合的に勘案の上、査定。 

積算価格 2,540,000  
 土地比率 72.0%  

建物比率 28.0%  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価

にあたって留意した事項 

特になし 

（注1）テナントから開示の承諾を得られていない情報及び当該情報を算出することができる情報が含まれているため、これらを開示し

た場合、テナントとの信頼関係が損なわれる等により賃貸借関係の維持が困難になる等の不利益が生じ、最終的には投資主の利

益が損なわれる可能性があるため、開示しても支障がないと判断される項目を除き、非開示としています。 

 

 

 

 以上 
 
 

  

https://www.adl-reit.com/
https://www.itc-rm.co.jp/
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＜添付資料＞ 

取得予定資産の特徴 

 
Ｔ&Ｂメンテナンスセンター松江 

■物件特性 

 山陰地方の中心都市の一つであり、交通の要所でもある松江市にある本物件は、JR 山陰本線「松江」駅か

ら約 2.6 ㎞と、松江市中心部に近接する大手バス・トラック製造企業のメンテナンス・サービス工場です。 

 また山陰自動車道「松江東」インターチェンジから約 1.7 ㎞等、近接に複数の主要道路のインターチェン

ジが集積しており、交通利便性も高く将来的に物流施設やロードサイド商業施設など多様な用途への転用の

可能性もあると考えられます。 

 
■周辺地図・取得予定資産の写真 

周辺地図 

 
                                   
 

外観写真 
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Ｔ&Ｂメンテナンスセンター富山 

■物件特性 

 富山県最大の約 40 万人の人口を擁する中心都市の富山市に位置する本物件は、JR 北陸新幹線「富山」駅

より約 4.8km に位置し、愛知県名古屋市から富山県富山市までつながる広域幹線道路である国道 41 号線に接

道し、広域への交通利便性も優れている大手バス・トラック製造企業のメンテナンス・サービス工場です。 

周辺には、カーディーラーや商業施設等も多く集約しており、交通利便性も高いことから、将来的に物流施

設やロードサイド商業施設など多様な用途への転用の可能性もあると考えられます。 

 

■周辺地図・取得予定資産の写真 

周辺地図 
 

                                   
 

外観写真 
 
 

 
 

 


